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埼玉県青少年健全育成条例の概要 
（携帯電話端末等による有害情報閲覧防止措置関係） 

 

１ 携帯電話端末等による有害情報の閲覧防止措置（条例第２１条の４） 

（１）保護者は、青少年が利用する携帯電話インターネットの契約を行う際に、フィルタリ

ングサービスを利用しない申出をする時には、規則で定める理由などを記載した書面を

携帯電話インターネット事業者に提出しなければなりません。（条例同条第１項） 

 

  ア フィルタリングサービスを利用しない正当な理由（規則第７条第１項） 

① 青少年が就労し、業務上必要な場合 

   ② 青少年が心身に障害を有し、又は疾病にかかっており、日常生活に支障が生じる

場合 

③ 保護者が青少年のインターネットの利用状況を適切に把握し、有害情報を閲覧す

ることがないようにする場合 

  イ 届出事項（規則第７条第２項） 

    アの正当な理由のほか、次の事項 

   ① 申出年月日 

② 保護者の氏名 

③ 保護者の電話番号 

 

（２）携帯電話インターネット事業者は、青少年が利用する携帯電話インターネットの契約

を行う際に、青少年又はその保護者に対して規則で定める内容の口頭説明及び説明書の

交付を行わなければなりません。（条例同条第２項） 

 

ア 契約の締結に当たって説明すべき事項（規則第８条） 

① 携帯電話インターネット接続役務の提供を受けることにより、青少年が有害情報

を閲覧する機会が生ずること。 

② 青少年がインターネットを不適切に利用することにより犯罪を誘発し、又は犯罪

による被害を受けるおそれがあること。 

③ 保護者がフィルタリングサービスを利用しない旨の申出をする場合には、上記

（１）アのとおりの理由が必要であること。 

 

（３）携帯電話インターネット事業者は、契約期間中又は規則で定める日まで、保護者から

提出された上記（１）の書面等を保存し、又は規則で定める事項が記載された書面若し

くは規則で定める記録媒体を保存しなければなりません。（条例同条第３項） 

 

  ア フィルタリングサービスを利用しない旨の申出に係る書面等の保存（規則第９条） 

① 規則で定める日は、青少年が１８歳に達する日とする。 

② 規則で定める事項は、正当な理由、申出年月日、保護者の氏名、保護者の電話番

号とする。 

③ 規則で定める記録媒体は、電磁的記録媒体とする。 

 

２ 施行期日  平成２２年１０月１日 
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